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国土交通省運輸審議会 



 

 

 



 

 

は し が き 

 

 

 平成２９年１月から同年６月までの６ヶ月における運輸審議会の業務の概要を明ら

かにするため、運輸審議会半年報をここに刊行する。 

 この半年報は、運輸審議会一般規則（昭和２７年運輸省令第８号）第７条の規定に基

づく業務報告書として作成したもので、同期間における運輸審議会の活動概要、事案等

の処理状況、答申書、当審議会の委員の構成等を集録している。 

 この半年報が運輸に関する諸問題の理解の参考になれば幸いである。 
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運輸審議会半年報 

 

平成２９年１月～６月 

 

 

 Ⅰ 今期の活動概要 ･･･････････････････････････････････････････････････････････ ２ 
 

 Ⅱ 運輸審議会審議事案等の処理状況 ･･･････････････････････････････････････････ ４ 
  

 Ⅲ 答申書 

  １ 鉄・軌道 

     平２８第４００２号 札幌市からの軌道の旅客運賃の変更認可申請について･･･ ５ 
     平２８第４００３号 北大阪急行電鉄株式会社からの鉄道の旅客運賃の上限   

変更認可申請について ･････････････････････････････ ８ 
     平２９第４００１号 広島電鉄株式会社からの鉄道及び軌道の旅客運賃の上限  

変更認可申請について ･･･････････････････････････ １１ 
  ２ 自動車 
     平２９第５００１号 宮城交通株式会社からの一般乗合旅客自動車運送事業の  

上限運賃変更認可申請について ･･･････････････････ １４ 
     平２９第５００２号 株式会社ミヤコーバスからの一般乗合旅客自動車運送事  

業の上限運賃変更認可申請について ･･･････････････ １８ 
 

 Ⅳ 部会 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････ ２２ 
 

 Ⅴ 報告聴取等 ･････････････････････････････････････････････････････････････ ２３ 
 
 Ⅵ 委員の構成等 ･･･････････････････････････････････････････････････････････ ２４ 
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Ⅰ 今期の活動概要 

 

■ 概 況 

 今期は、審議案件が５件あり、答申を

５件（鉄・軌道３件、自動車２件）行っ

た。また、他にも諮問を受けた案件が１

件（運輸安全１件）あり、審議を継続し

ている。 

 

１ 審議案件 

○ 鉄・軌道 

 平成 28 年 11 月 10 日に諮問された札

幌市からの軌道の旅客運賃の変更認可申

請事案について、同月 24 日に審議の上、

12 月 8 日に申請者に対して意見聴取を

実施し、更に同月 13 日及び 1 月 10 日に

審議の上、同月 17 日に認可することが

適当である旨答申した。 

 平成 28 年 12 月 22 日に諮問された北

大阪急行電鉄株式会社からの鉄道の旅客

運賃の上限変更認可申請事案について、

1 月 12 日、2 月 2 日及び同月 16 日に審

議の上、同月 21 日に認可することが適

当である旨答申した。 

 平成 29 年 4 月 4 日に諮問された広島

電鉄株式会社からの鉄道及び軌道の旅客

運賃の上限変更認可申請事案について、

同月 18 日及び 5 月 16 日に審議の上、同

月 18 日に認可することが適当である旨

答申した。 

○ 自動車 

 2 月 28 日に諮問された宮城交通株式

会社からの一般乗合旅客自動車運送事業

の上限運賃変更認可申請事案について、

3 月 14 日、同月 28 日、4 月 14 日、同月

20 日、5 月 18 日、同月 25 日及び 6 月 1

日に審議の上、同月 6 日に一部修正して

認可することが適当である旨答申した。 

 2 月 28 日に諮問された株式会社ミヤ

コーバスからの一般乗合旅客自動車運送

事業の上限運賃変更認可申請事案につい

て、3 月 14 日、同月 28 日、4 月 14 日、

同月 20 日、5 月 18 日、同月 25 日及び 6

月 1 日に審議の上、同月 6 日に認可する

ことが適当である旨答申した。 

○ 運輸安全 

 5 月 30 日に諮問された安全管理規程

に係る報告徴収又は立入検査の実施に係

る基本的な方針の改正事案について、6

月 14 日及び同月 23 日に運輸安全確保部

会において審議を行い、その結果を踏ま

えて、同月 29 日に本審議会において更

なる審議を行い、その後も審議を継続し

ている。 

 

２ その他案件 

○ 運輸安全関係事案 

 小規模事業者に対する効果的かつ効率

的な評価の実施のためのガイドラインの

策定等について、 6 月 14 日及び同月 23

日に運輸安全確保部会において、いずれ

も大臣官房運輸安全監理官から説明を聴

取し、審議の上、報告書をとりまとめた。

  

○ 現地調査 

 5 月 23 日に相鉄・ＪＲ直通線、相鉄

・東急直通線について、それぞれ現地調
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査を行った。 

○ 報告聴取等 

 27 件の案件について報告を聴取した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相鉄・ＪＲ直通線、相鉄・東急直通線の

現地調査 
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Ⅲ 答申書 
 

１ 鉄・軌道 

 

○国土交通省告示第 50 号（平成 29 年 1 月 26 日） 

 

国 運 審 第 ４ ６ 号 

平成２９年１月１７日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

             運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

札幌市からの軌道の旅客運賃の変更認可申請について 

 

 

平２８第４００２号 

 

 

 平成２８年１１月１０日付け国鉄事第２０６号をもって諮問された上記の

事案については、審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

札幌市の申請に係る軌道の旅客運賃の変更については、次の額を上限とし

て認可することが適当である。 

 

１．普通旅客運賃（大人）           ２００円（均一制） 

 

２．定期旅客運賃（１か月） 

（１）通勤定期 

 普通旅客運賃（大人）を６０倍し、３割３分引をしたうえ計算上生じ

た１０円未満の端数を四捨五入により１０円単位に整理した額 

（２）通学定期（大人） 

 普通旅客運賃（大人）を６０倍し、５割２分引をしたうえ計算上生じ

た１０円未満の端数を四捨五入により１０円単位に整理した額 

（３）通学定期（小児） 

 普通旅客運賃（大人）を６０倍し、７割引をしたうえ計算上生じた１

０円未満の端数を四捨五入により１０円単位に整理した額 

（４）通勤通学定期 

 通勤定期の額と通学定期（大人）の額の合計額の半額（往復）とし、

計算上生じた１０円未満の端数を四捨五入により１０円単位に整理した

額 

 

３．定期旅客運賃（３か月） 

 定期旅客運賃（１か月）を３倍し、これを５分引きして計算上生じた１

０円未満の端数を四捨五入により１０円単位に整理した額 

 

 

理    由 

 

１．申請者は、消費税率改定に伴う税負担の転嫁を図るための運賃改定を平

成２６年１０月に行ったが、平成４年４月以降、本格的な運賃改定を実施

していない。この間、札幌市では、乗車人員の減少傾向が続き、経営状況

の悪化が見込まれたことから、平成１３年より路面電車のあり方等につい

て広く市民議論を行い、平成１７年には市民の意向や路面電車が持つ人や
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環境に優しい特性、都心のまちづくりへの寄与の可能性等を踏まえ、存続

を決定した。 

  その後、平成２７年１２月には、都心線を開業し路線をループ化したほ

か、新型低床車両の導入等、利便性、快適性の向上を図ったところであり、

今後も低床車両の増強や停留場のバリアフリー化等を進めることとしてい

る。 

  また、これらの整備を進めていく一方で、路線のループ化及び運行情報

システム導入等による修繕費や路線のループ化に伴う動力費の増加並びに

車両の老朽化対策等に係る費用の増加も見込まれるところであることか

ら、経営の安定化を図りつつ、利用者へのサービスや利便性を維持・向上

させるために申請したものである。 

 

２．国土交通大臣は、軌道法第１１条第１項及び関係通達に基づき、軌道経

営者からの旅客運賃の変更認可申請について、当該旅客運賃の上限による

総収入が、能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたも

のを超えないものであることを確認の上、認可するものとされている。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、申請者から意見を聴取するととも

に、当審議会に提出された資料、所管局から聴取した説明等に基づいて検

討を行った。その結果は、次の通りである。 

  平年度である平成２９年度から平成３１年度までの３年間の運賃算定の

基礎となる適正な総括原価（能率的な経営の下における適正な原価に適正

な利潤を加えたもの）は４，３６１百万円と見込まれ、これに対して、現

行の旅客運賃による総収入は３，７７７百万円と見込まれるので、差引き

５８４百万円の不足を生ずるものと見込まれる。 

  これに対して、旅客運賃の上限を主文のとおり改定した場合、適正な総

括原価は４，３６２百万円、総収入は４，３１４百万円と見込まれるので、

差引き４８百万円の不足を生ずるものと見込まれる。 

  以上のように、本件申請に係る旅客運賃の上限による総収入が、能率的

な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものを超えないもの

であるので、本件申請は上記２．の認可基準に適合するものとして、軌道

法第１１条第１項及び関係通達に基づき、国土交通大臣が本件申請を認可

することは適当であると認める。 
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○国土交通省告示第 159 号（平成 29 年 3 月 6 日） 

 

国 運 審 第 ５ ０ 号 

平成２９年２月２１日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

             運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

北大阪急行電鉄株式会社からの鉄道の旅客運賃の 

上限変更認可申請について 

 

 

平２８第４００３号 

 

 

 平成２８年１２月２２日付け国鉄事第２４４号をもって諮問された上記の

事案については、審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

北大阪急行電鉄株式会社の申請に係る鉄道の旅客運賃の変更については、

次の額を上限として認可することが適当である。 

 

１．普通旅客運賃 

 ２キロメートルまで                  １００円 

 ２キロメートルを超え４キロメートルまで        １２０円 

 ４キロメートルを超え６キロメートルまで        １４０円 

 

２．定期旅客運賃（１か月） 

（１）通勤定期 

 ２キロメートルまで                ３，６００円 

 ２キロメートルを超え４キロメートルまで      ４，４３０円 

 ４キロメートルを超え６キロメートルまで      ５，３００円 

（２）通学定期 

 ２キロメートルまで                ２，１２０円 

 ２キロメートルを超え４キロメートルまで      ２，６２０円 

 ４キロメートルを超え６キロメートルまで      ３，１６０円 

 

 

理    由 

 

１．申請者は、消費税率改定に伴う税負担の転嫁を図るための運賃改定を平

成９年４月と平成２６年４月に行ったが、平成７年３月以降、本格的な運

賃改定を実施していない。 

  輸送人員は、千里ニュータウンにおける老朽化した公団住宅の建替需要

や大型商業施設の開業もあり、近年こそやや持ち直しているが、基本的に

は平成４年度をピークに長期的な減少傾向が続いている。 

  そうした中、申請者は継続的に経営の合理化等に取り組んできたが、申

請者の車両や駅施設の老朽化が進み、新型車両の導入、トイレ改修等の各

駅のリニューアル工事及び可動式ホーム柵の設置をはじめとする安全輸送

の確保と更なる利便性の向上のための大規模な投資等が必要となったこと

から、鉄道事業の経営の健全化を図りたいとして申請したものである。 
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２．国土交通大臣は、鉄道運送事業者からの旅客運賃の上限の変更の認可に

あたっては、鉄道事業法第１６条第２項に基づき、当該旅客運賃の上限に

よる総収入が、能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加え

たものを超えないものであることを確認の上、同条第１項の認可をするも

のとされている。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料、所管

局から聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は、次の通りで

ある。 

  平年度である平成２９年度から平成３１年度までの３年間の運賃算定の

基礎となる適正な総括原価（能率的な経営の下における適正な原価に適正

な利潤を加えたもの）は１６，５３４百万円と見込まれ、これに対して、

現行の旅客運賃による総収入は１４，８３８百万円と見込まれるので、差

引き１，６９６百万円の不足を生ずるものと見込まれる。 

  これに対して、旅客運賃の上限を主文のとおり改定した場合、適正な総

括原価は１６，４９８百万円、総収入は１６，４６０百万円と見込まれる

ので、差引き３８百万円の不足を生ずるものと見込まれる。 

以上のように、本件申請に係る旅客運賃の上限による総収入が、能率的

な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものを超えないもの

であるので、本件申請は上記２．の認可基準に適合するものとして、鉄道

事業法第１６条第１項に基づき、国土交通大臣が本件申請を認可すること

は適当であると認める。  
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○国土交通省告示第 579 号（平成 29 年 5 月 29 日） 

 

国 運 審 第 ２ 号 

平成２９年５月１８日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

             運輸審議会会長  原田 尚志  

 

 

答    申    書 

 

広島電鉄株式会社からの鉄道及び軌道の旅客運賃の 

上限変更認可申請について 

 

 

平２９第４００１号 

 

 

 平成２９年４月４日付け国鉄事第３４８号をもって諮問された上記の事案

については、審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

広島電鉄株式会社からの申請に係る鉄道及び軌道の旅客運賃の変更につい

ては、次の額を上限として認可することが適当である。 

 

 １．鉄道の普通旅客運賃（大人） 

 ３キロメートルまで                  １４０円 

 ３キロメートルを超え６キロメートルまで        １６０円 

 ６キロメートルを超え１０キロメートルまで       １９０円 

１０キロメートルを超え１４キロメートルまで      ２１０円 

１４キロメートルを超え１７キロメートルまで      ２３０円 

 

２．軌道の普通旅客運賃（大人） 

１８０円（白島線については、１３０円） 

  

理    由 

 

１．申請者は、消費税率改定に伴う税負担の転嫁を図るための運賃改定を平

成２６年４月に行ったが、平成９年１１月以降、本格的な運賃改定を実施

していない。 

  近年、輸送人員が平成７年度をピークに減少傾向にある中で、申請者は

超低床車両への代替更新や施設の老朽化に係る安全対策等を実施し、利便

性・安全性の向上に取り組んできた。申請者はその一方で、人件費削減等

の経営合理化に取り組んできたが、減価償却費や修繕費等の増加により鉄

軌道事業において収支の均衡を保つことが困難となっている。 

  このような中、老朽車両の超低床車両への更新及び IC カードの機能向上

等のための設備投資、輸送の安全性向上のための修繕並びに運転手の欠員

補充のための採用を行う必要が迫っており、これに伴う減価償却費、修繕

費及び人件費の増加が見込まれることから、経営の健全化を図りつつ、安

全輸送の確保と更なる利便性を図るために申請したものである。 

 

２．国土交通大臣は、鉄道運送事業者及び軌道経営者からの旅客運賃の上限

の変更の認可にあたっては、鉄道事業法第１６条第２項、軌道法第１１条

第１項及び関係通達に基づき、当該旅客運賃の上限による総収入が、能率
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的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものを超えないも

のであることを確認の上、鉄道事業法第１６条第１項及び軌道法第１１条

第１項の認可をするものとされている。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料、所管

局から聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は、次の通りで

ある。 

  平年度（原価計算期間）である平成２９年度から平成３１年度までの３

年間の運賃算定の基礎となる適正な総括原価（能率的な経営の下における

適正な原価に適正な利潤を加えたもの）は２１，４７９百万円と見込まれ、

これに対して、現行の旅客運賃による総収入は１９，１１２百万円と見込

まれるので、差引き２，３６７百万円の不足を生ずるものと見込まれる。 

  これに対して、旅客運賃の上限を主文のとおり改定した場合、適正な総

括原価は２１，４９２百万円、総収入は２１，０３７百万円と見込まれる

ので、差引き４５５百万円の不足を生ずるものと見込まれる。 

 

４．以上のように、本件申請に係る旅客運賃の上限による総収入が、能率的

な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものを超えないもの

であるので、本件申請は上記２．の認可基準に適合するものとして、鉄道

事業法第１６条第１項及び軌道法第１１条第１項に基づき、国土交通大臣

が本件申請を認可することは適当であると認める。  
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２ 自動車 

 

国土交通省告示第 632 号（平成 29 年 6 月 19 日） 

 

国 運 審 第 ６ 号 

平成２９年６月６日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

           運輸審議会会長  原田 尚志 

 

 

答    申    書 

 

宮城交通株式会社からの一般乗合旅客自動車運送事業の

上限運賃変更認可申請について 

 

 

平２９第５００１号 

 

 

 平成２９年２月２８日付け国自旅第３５３号をもって諮問された上記の事

案については、審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

宮城交通株式会社からの申請に係る一般乗合旅客自動車運送事業の運賃の

変更については、次のとおり上限の額を修正して認可することが適当である。 

キロ当たり賃率４５円７０銭に基づく対キロ区間制運賃とする。ただし、

最初の２キロメートルまでの間についてはその２倍、１０キロメートルを超

え２０キロメートルまでの間についてはその０．８倍、２０キロメートルを

超え３０キロメートルまでの間についてはその０．７倍、３０キロメートル

を超える部分についてはその０．６倍の賃率を適用するものとし、また、初

乗運賃は、１５０円とする。 

 

理    由 

 

１．申請者は、消費税率改定に伴う税負担の転嫁を図るための運賃改定を平

成９年４月と平成２６年４月に行ったが、平成４年１１月以降、本格的な

運賃改定を実施していない。 

  近年、平成２７年１２月の地下鉄東西線開通による減収や、運転士不足

による人件費の増加及び業務縮減の影響で、収支の均衡を保つことが困難

になってきている。 

  そうした中、申請者は継続的に経営の合理化等に取り組んできたが、今

後、運転士確保のための人件費の更なる増加や、引き続きバリアフリー車

両の導入等に伴う設備投資が見込まれるところであることから、収支の改

善を図りつつ、利用者へのサービスや利便性を維持・向上させるために申

請したものである。 

 

２．国土交通大臣は、一般乗合旅客自動車運送事業者からの旅客運賃の上限

の変更の認可にあたっては、道路運送法第９条第２項に基づき、当該旅客

運賃の上限による総収入が、能率的な経営の下における適正な原価に適正

な利潤を加えたものを超えないものであることを確認の上、同条第１項の

認可をするものとされている。 

 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料、所管

局から聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は、次の通りで

ある。 
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  平年度（原価計算期間）である平成２９年度１年間の運賃算定の基礎と

なる適正な総括原価（能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤

を加えたもの）は３，５４１百万円と見込まれ、これに対して、現行の旅

客運賃による総収入は３，３６３百万円と見込まれるので、差引き１７８

百万円の不足を生ずるものと見込まれる。 

  これに対して、旅客運賃の上限を主文のとおり改定した場合、総収入は

３，５３６百万円と見込まれるので、差引き５百万円の不足を生ずるもの

と見込まれる。 

 

４．以上のように、主文のとおり修正した旅客運賃の上限による総収入が、

能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものを超えな

いものであるので、当該修正上限運賃は上記２．の認可基準に適合するも

のとして、道路運送法第９条第１項に基づき、国土交通大臣が本件申請に

係る旅客運賃の上限を主文のとおり修正して認可することは適当であると

認める。 
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要 望 事 項 

 

 国土交通大臣は、一般乗合旅客自動車運送事業の運賃及び料金の上限の認

可における原価の算定方法について、経済社会環境の変化に即した見直しを

検討いただきたい。 
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○国土交通省告示第 632 号（平成 29 年 6 月 19 日） 

                           

国 運 審 第 ７ 号 

平成２９年６月６日 

 

 

  国土交通大臣  石井 啓一 殿 

 

 

           運輸審議会会長  原田 尚志 

 

 

答    申    書 

 

株式会社ミヤコーバスからの一般乗合旅客自動車運送事

業の上限運賃変更認可申請について 

 

 

平２９第５００２号 

 

 

 平成２９年２月２８日付け国自旅第３５３号をもって諮問された上記の事

案については、審議した結果、次のとおり答申する。 
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主    文 

 

株式会社ミヤコーバスからの申請に係る一般乗合旅客自動車運送事業の運

賃の変更については、次の額を上限として認可することが適当である。 

キロ当たり賃率４６円３０銭に基づく対キロ区間制運賃とする。ただし、

最初の２キロメートルまでの間についてはその２倍、１０キロメートルを超

え２０キロメートルまでの間についてはその０．８倍、２０キロメートルを

超え３０キロメートルまでの間についてはその０．７倍、３０キロメートル

を超える部分についてはその０．６倍の賃率を適用するものとし、また、初

乗運賃は、１５０円とする。 

 

理    由 

 

１．申請者は、消費税率改定に伴う税負担の転嫁を図るための運賃改定を平

成２６年４月に行ったが、宮城交通株式会社の分社子会社として平成１５

年に乗合事業を開始して以来、本格的な運賃改定を実施していない。 

  近年、少子高齢化に伴う利用の減少や、運転士不足による人件費の増加

等の影響で、収支の均衡を保つことが困難になってきている。 

  そうした中、申請者は継続的に経営の合理化等に取り組んできたが、今

後、運転士確保のための人件費の更なる増加や、引き続きバリアフリー車

両の導入等に伴う設備投資が見込まれるところであることから、収支の改

善を図りつつ、利用者へのサービスや利便性を維持・向上させるために申

請したものである。 

 

２．国土交通大臣は、一般乗合旅客自動車運送事業者からの旅客運賃の上限

の変更の認可にあたっては、道路運送法第９条第２項に基づき、当該旅客

運賃の上限による総収入が、能率的な経営の下における適正な原価に適正

な利潤を加えたものを超えないものであることを確認の上、同条第１項の

認可をするものとされている。 

３．当審議会は、本事案の審議にあたり、当審議会に提出された資料、所管

局から聴取した説明等に基づいて検討を行った。その結果は、次の通りで

ある。 

  平年度（原価計算期間）である平成２９年度１年間の運賃算定の基礎と

なる適正な総括原価（能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤
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を加えたもの）は８０６百万円と見込まれ、これに対して、現行の旅客運

賃による総収入（補助金を含む。）は６３３百万円と見込まれるので、差

引き１７３百万円の不足を生ずるものと見込まれる。 

  これに対して、旅客運賃の上限を主文のとおり改定した場合、総収入（補

助金を含む。）は６６２百万円と見込まれるので、差引き１４３百万円の

不足を生ずるものと見込まれる。 

 

４．以上のように、本件申請に係る旅客運賃の上限による総収入が、能率的

な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものを超えないもの

であるので、本件申請は上記２．の認可基準に適合するものとして、道路

運送法第９条第１項に基づき、国土交通大臣が本件申請を認可することは

適当であると認める。 
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要 望 事 項 

 

 国土交通大臣は、一般乗合旅客自動車運送事業の運賃及び料金の上限の認

可における原価の算定方法について、経済社会環境の変化に即した見直しを

検討いただきたい。 
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Ⅳ 部会 
 運輸安全確保部会 

 

審議月日 事 案 の 内 容   開 催 場 所 

2 月 3 日 
運輸安全マネジメントに係る取組の深化を促す
方策等について 

 

国土交通省2号館 

16階運輸安全会議室 
 

 

審議月日 事 案 の 内 容   開 催 場 所 

3 月 6 日 
運輸安全マネジメント制度の今後の展開のとり
まとめに向けて 

 

国土交通省2号館 

14階運輸審議会審議室 
 

 

審議月日 事 案 の 内 容   開 催 場 所 

3 月 29 日 
運輸安全マネジメント制度の今後の展開につい
ての取りまとめ 

 

国土交通省2号館 

16階運輸安全会議室 
 

 

審議月日 事 案 の 内 容 開 催 場 所 

6 月 14 日 
安全管理規程に係る報告徴収又は立入検査の実
施に係る基本的な方針の改正について 

 

国土交通省2号館 

14階運輸審議会審議室 
 

 

審議月日 事 案 の 内 容   開 催 場 所 

6 月 23 日 
安全管理規程に係る報告徴収又は立入検査の実
施に係る基本的な方針の改正について 

 

国土交通省2号館 

16階運輸安全会議室 
 

 
 
 



Ⅴ　報告聴取等

年 月 日 事 案 の 内 容 説 明 部 局

1 月 17 日 平成29年度総合政策局予算（交通関係）概要について 総 合 政 策 局

1月 19 日 平成29年度鉄道局予算概要について 鉄 道 局

1月 24 日 平成29年度国土交通省税制改正（交通機関）について 総 合 政 策 局

1月 26 日 平成29年度自動車局予算概要について 自 動 車 局

2 月 7 日 平成29年度海事局予算概要について 海 事 局

2 月 9 日 宮城交通株式会社及び株式会社ミヤコーバスの現状について 自 動 車 局

2月 14 日 平成29年度の港湾局予算概要について 港 湾 局

2月 21 日 平成29年度観光庁予算概要について 観 光 庁

2月 23 日 平成29年度航空局予算概要について 航 空 局

3 月 2 日 平成29年度国際物流における国の取組について 総 合 政 策 局

3 月 7 日 海上輸送の安全にかかわる情報（平成27年度）について 海 事 局

3 月 9 日 海上運送法及び船員法の一部を改正する法律案について 海 事 局

3月 16 日 平成29年度北海道局予算概要について 北 海 道 局

3月 21 日 通訳案内士法及び旅行業法の一部を改正する法律案について 観 光 庁

3月 23 日 広島電鉄株式会社の現状について 鉄 道 局

3月 30 日 住宅宿泊事業法案について 観 光 庁

4 月 6 日 港湾法の一部を改正する法律案について 港 湾 局

4月 11 日
運輸安全マネジメント制度の今後のあり方（運輸安全確保部会とりまとめ）
について

大 臣 官 房
運輸安全監理官室

4月 25 日 大都市交通センサスについて 総 合 政 策 局

4月 27 日 「片利用共通接続システム」の構築に関する方向性について 総 合 政 策 局

6 月 6 日 国土交通省における危機管理 大臣官房危機管理室

6 月 8 日
平成28年度首都圏整備に関する年次報告「平成29年版首都圏白書」に
ついて

都 市 局

6月 13 日 観光白書について 観 光 庁

6月 15 日
バス事業者の分析手法と改善に向けた取組～地域公共交通事業におけ
る収益性と効率性に関する調査研究より～

国土交通政策研究所

6月 20 日 地域公共交通確保維持改善事業等について 総 合 政 策 局

6月 22 日 第10回全国貨物純流動調査（物流センサス）の調査結果について 総 合 政 策 局

6月 27 日 羽田空港の機能強化について 航 空 局
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Ⅵ 委員の構成等 

 

○委員 

 

  平成２９年６月３０日現在の運輸審議会委員は、次のとおりである。 

 

区                          分 氏 名       

会 長 原 田 尚 志  

会 長 の 職 務 を 代 理 す る 常 勤 の 委 員 牧 満 
委 員（非 常 勤） 松 田 英 三  

委 員（非 常 勤） 河 野 康 子  
委 員（非 常 勤） 根 本 敏 則  

委 員（非 常 勤） 山 田 攝 子  

（備考） 

   委員の任命（再任） 根本 敏則 委員（平成 29 年 2 月 16 日付け） 

 

○運輸安全確保部会に属する委員及び専門委員 

 

  平成２９年６月３０日現在の運輸安全確保部会に属する委員及び専門委員は、次の

とおりである。  
 

区                          分 氏 名       

部 会 長 原 田 尚 志  

部 会 長 の 職 務 を 代 理 す る 委 員 松 田 英 三  

委 員 山 田 攝 子  

専 門 委 員 井 川 勇 喜 夫 

専 門 委 員 岡 本 満 喜 子 

専 門 委 員 小 松 原 明 哲 

専 門 委 員 酒 井 ゆ き え 
専 門 委 員 佐 々 木 司  

専 門 委 員 谷 口 綾 子  

専 門 委 員 渡 辺 研 司  

 

 

○事案処理職員 

 

    平成２９年６月３０日現在の事案処理職員は、次のとおりである。 
 

    官 職                       氏 名       

大臣官房審議官（運輸審議会審理室長） 菅 井 雅 昭  

総合政策局運輸審議会審理室 調査官 川 﨑 博 

総合政策局運輸審議会審理室 課長補佐 鈴 木 宏 子  
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